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概要 
ローカル 5G のキャンパス導入に関して、技術、特徴、要件、用途の観点から、その導

入の是非を論じる。まず、ローカル 5G の概要について述べ、ローカル 5G と競合すると想

定される通信技術との比較によるローカル 5G の特徴を述べる。大学 ICT における通信へ

の要求について述べ、これに対するローカル 5G の相性について議論する。現状の 28GHz
帯を用いたローカル 5G のみが利用できるという前提での結論は以下の通り。まず、科学

技術用の高速大容量通信については、既存の有線あるいは Wi-Fi などの通信技術の発展形

を使い続けるべきである。一方、認証など高度なセキュリティを要し、干渉の少ない高品

質な通信を要求するワイヤレスな通信用途には、ローカル 5G の特徴が強く活かせる。ま

た、将来的に 4.6GHz 帯を用い、高速大容量が提供される状況では、構内配線レスなキャン

パスネットワークの構築などが可能であろう。 
 

1  はじめに 

ローカル 5G についての話題が増えており、大

学キャンパスでも、その導入について検討する機

運が高まってきた。本稿では、ローカル 5G のキ

ャンパス導入に関して、技術、特徴、要件、用途

の観点から、その導入の是非を論じる。なお、で

きるだけ汎用的に各種大学に適用できるように、

幅広い前提で考慮したが、規模や学部構成を全て

網羅できているわけではないことに注意されたい。 
公衆 5G の普及が加速しつつあるのに伴って、

ローカル 5G の利活用も進みつつある[1]。工場や

ビル内で、閉域網を構築するといった用途の開拓

が、先進事例として紹介されている。一方、大学

におけるローカル 5G の展開は、後ほど紹介する

少数の事例を除いて現状ではほとんど行われてい

ない。多くの大学では、すでに構内有線ネットワ

ークや無線 LAN などのインフラが整っているこ

とが一つの要因であろう。そこで、本稿では、大

学キャンパス網として、既存のインフラである有

線ネットワークや無線 LAN と比較して、ローカル

5G の立ち位置を議論する。 
以下、まず 2 章でローカル 5G の概要について

述べ、3 章では、ローカル 5G と競合すると想定さ

れる通信技術との比較によるローカル 5G の特徴

を述べる。4 章では、大学 ICT における通信への

要求について述べ、5 章で、該要求とローカル 5G
の相性について議論し、ローカル 5G の用途につ

いて議論する。 

2  ローカル 5G 概要 

ここでは、ローカル5Gの技術概要について、

現状および近い将来について、総務省の周波数

割り当て計画も含めて述べる。また、現状での

市場動向についても、機器や実際の展開につい

て述べる。 
2.1 ローカル 5G の現状と今後 

ローカル 5G は、通信キャリアが提供する公衆

5G と同様の技術を用いて実現される。その概要に

ついて述べる。公衆 5G との違い、運営管理方法、

通信機器構成、免許、周波数割り当てに関して、

現状について述べる。さらに、既導入事例につい

ても簡単にまとめる。 
ローカル 5G と公衆 5G には相違もいくつかあ

る。周波数、最大出力、などが異なる。 
公衆 5G では、4G に比べて、低遅延・高速・高



密度といった機能・性能の向上がなされ、その特

性を用いた新しいアプリケーションが期待されて

いる。公衆 5G のサービスはすでに開始されてい

る。サービス提供エリアは、まだ限定的であるが、

増加しており、それに伴って端末も普及していく

見込みである。 
ローカル 5G では、運営主体は、地方自治体や

企業などの非通信事業者になる。例えば、大学が、

自キャンパス内での通信のためにローカル 5G を

導入するといったことになる。大学内のローカル

5G には、指定された周波数の基地局とアンテナお

よびバックホールの通信機器や通信制御サーバ群

を設置し、端末の SIM カードを管理し、通信全体

を自らが管理運営する。電波を直接送受信するア

ンテナと基地局は、キャンパス内に設置するが、

その他の機器は、キャンパス外、例えば、データ

センターやクラウドに収容することも可能である。 
通信機器の構成として、2 つの構成方法がある

(図 1)。1 つ目は、Non-Stand Alone (NSA)である。

一般に、通信は、制御プレーンでの通信とデータ

プレーンでの通信の 2 つに分けられる。5G や 4G
では、制御プレーンの通信を用いて、データプレ

ーンの情報を確実に送受信するように送受信タイ

ミングなどを決定したり、認証などの通信制御を

行っている。5G の構成方法において、NSA では、

制御プレーンに 4G 機器を用い、データプレーン

には、5G 機器を用いる。この方法の利点は、既存

の 4G 制御機器が使えることで、早期に安価な通

信が行えることである。一方、2 つめの構成は、

Stand Alone (SA)である。SA では、5G 機器を用い

て全てのプレーンの通信を行う。そのため、5G が

持つ全ての魅力を享受できるというメリットがあ

る。 
通信を行うには、免許が必要になる。周波数(チ

ャンネル)は、免許申請された基地局の近隣の基地

局の通信と干渉を起こさないように割り当てられ

る。NSA の場合には、4G 側の周波数も既存の BWA

と干渉が起こらないように調整して周波数を用い

る必要がある。 
ローカル 5G に割り当てられる周波数は 2 つの

周波数帯域がある。28GHz 帯、4.6GHz 帯の 2 つの

周波数が割り当てられており、4.6GHz は、2020
年後半に免許が交付される予定。周波数は、屋内

用と屋外用で、分けられている。 
ローカル 5G を導入するあたり必要となる免許

等について詳しく述べる[2]。電波免許取得できる

のは、基本的には、建物や土地の所有者もしく、

所有者から依頼を受けた者であることが条件とな

る。電波法の手続きとして、無線局の免許申請を

行う。総務省のガイドラインによると免許申請の

標準処理期間は 1 か月半とされている。また、免

許申請にあたっては事前の電波干渉調整が必要で

ある。したがって、必要期間としては、免許申請

期間に加えて、干渉調整の期間を考慮して準備を

進める必要がある。 
無線技術者の資格要件として、一般的には、第

三級 陸上特殊無線技士の資格者が適用される。た

だし、空中線電力 100W を超える場合、第一級陸

上特殊無線技士の資格要件が適用される等各種条

件があるため確認が必要である。 
ローカル 5G を運用する主体について述べる。

利用者が所有し運用も自ら行う方法と、サービス

型としてサービス提供者が所有および運用する形

態がでてくると考えられる。どちらを選択するか

は、導入コスト運用コストおよび運用負荷を考慮

のうえ決定することとなると考えられる。 
今後の ICT インフラについて、総務省は 2020

年度からは地域課題解決型ローカル５G の開発実

証を開始し、実証で得られた知見の横展開を図る

としている[3]。これは、「ICT インフラ地域展開マ

スタープラン 2.0」のなかで、「新型コロナウイル

ス感染症の拡大を防止する観点から「遠隔授業｣

や ｢オンライン会議｣などの新しい生活様式が定

着するなかで、社会のデジタル化を支える高速・

 
図 1  NSA 構成と SA 構成 



大容量通信に対応したＩＣＴインフラの整備がま

すます急務である」という理由である。 
 

2.2 ローカル 5G の性能見込み、機器市場動向、導

入状況 
ローカル 5G の性能については、ハード・ソフ

トの構成機器のめざましい進歩が見込まれる。こ

こでは、2020 年 9 月時点で得られる情報について

記す。 
ローカル 5G の性能見込みについて述べる。基

地局当たりスループット性能は、規格値は 10Gbps
である。一方で、実験環境での測定値は電波条件

の良好な環境において下り数百 Mbps から 1Gbps
程度が、電波条件の悪い環境において下り数十

Mbps が計測されている。通信遅延の規格値（無線

区間）は 1ms である。実験環境では、電波条件の

良好な環境において、端末から 5G コアネットワ

ーク機器への ping 折り返しが 10ms程度であった。 
28GHz 帯の電波は、遮蔽物に対する回り込み性

能が弱いという特性がある。これは周波数帯が高

いことから生じる特性である。電波エリアの設計

に際して、エリアを限定しやすいメリットがある

一方で、人などの遮蔽物が動く場所や移動する場

合などには考慮が必要である。 
なお、4.6GHz の導入により、カバーエリアおよ

び通信速度・遅延といった性能は、28GHz に比べ

て良い実測値が得られるものと期待されている。 
機器市場動向について述べる。先行して制度化

された28GHz帯対応製品を主に海外メーカーがリ

リースしている。国内メーカーの動向としては、

4.6GHz 帯対応製品の開発を進めており、4.6GHz
帯制度化のタイミングに合わせて近くリリースさ

れてくることが見込まれる。 
 
国内におけるトライアル事例や導入事例につ

いて述べる。 
トライアル事例として、スマート社会実現へ向

けたインフラとしての活用価値を実証する事例が

いくつか公表されている。一例として、株式会社

ひびき精機と西日本電信電話株式会社による「ス

マートファクトリー実現に向けたローカル 5G の

活用に関する共同実験協定」の締結が公表されて

いる[4]。 
日本初の導入事例として、全日空 ANA と NEC

が「ANA 総合トレーニングセンターに「ローカル

5G」を日本で初めて導入」として公表している[5]。 
大学構内への導入事例としては、東京都立大学

がローカル５G 環境整備工事の調達をしており、

大学における大規模な導入事例となることが期待

されている。 

3 ローカル 5G と他の通信技術との比較 

ここでは、ローカル 5G の競合となりうる通信

技術として、複数の通信技術を挙げ、大学キャン

パス ICT の観点から、ローカル 5G との比較を行

い、ローカル 5G 技術の長所短所を明らかにする。

比較する通信技術として、公衆 5G、LTE、Wi-Fi
を挙げる。 
3.1 評価尺度 

一般的な性能指標として、アクセス速度、遅

延、端末収容数を挙げ、さらに、実際の構築・

運用で重要視する指標として、基地局あたりカ

バー範囲、干渉、QoS (スループット、優先制御)



を挙げる。また、機能的な指標として、認証、

免許、通信料金、初期コスト、運用コストを挙

げる。 
 

・ 速度： 
仕様上の最大速度に加えて、実際の機器の

最大性能や計測値について述べる。機器に

具備されたアンテナの素子数(MIMO 数)や
送信出力値などにより、実機の最大速度は、

仕様の最大速度よりも小さくなる。 
・ 遅延： 

端末からインターネットの入り口までの片

道遅延について評価する。 
・ 収容端末数： 

収容できる最大の端末数と運用上の現実的

な端末数に関して、評価する。 
・ 基地局あたりカバー範囲(干渉リスク)： 

1 つの基地局の電波が届き、通信が可能な範

囲(距離)を意味する。一定の領域をカバーす

る必要があるとき、この範囲が小さい場合

には、基地局を多く設置することになるた

め、コストが高くなる。一方、この範囲が

大きすぎると、収容端末数に比べて接続要

求端末数が多い場合に、基地局を増設する

と、干渉などが発生する恐れがある。 
・ 干渉： 

隣の基地局の電波との干渉が発生すると、

通信品質が低下するため、干渉を押さえる

ことが重要である。そのためには、電波の

強度や基地局の配置などを計画的に決める

ことや、運用状況に応じてダイナミックに

変更するといった機能が有効になる。 
・ QoS (スループット、優先制御)： 

電波が届いて通信できることは、快適に(あ
るいは要求通信品質を満たして)使えること

に必ずしもつながらない。従って、ユーザ

やアプリケーションの通信要求に答えるス

ループットが提供できるかが重要な性能指

標である。QoS は、雑音、干渉電波、接続

端末数に影響される。 
・ 認証： 

そのネットワークあるいは基地局に接続す

るために異なる認証方法が用いられる。ユ

ーザ IDとパスワードを用いる方法やSIMカ

ードのような物理的な IDを用いる方法があ

り、SIM カードのように複製を用いること

がほぼ不可能な認証は、セキュリティ的に

は堅固であると言える。 
・ 免許： 

Wi-Fi のように免許が不要な方式と、5G な

どのセルラーのように免許制のものがある。

免許制のものは、運営コストとして、電波

使用料の支払いが必要である。免許が不要

な場合には、干渉の問題が避けられない。

一方、免許が必要な場合は、無線免許取得

者の従事などの人的コストも考慮する必要

がある。 
・ 通信コスト： 

通信コストは、構築コストと運用コストの 2
つがあり、運用コストには、保守費などに

加えて、電波使用料などの従量的に発生す

るコストがある。 
 

3.2 公衆 5G 
公衆 5G は、高速かつ広域をカバーできるため、

魅力的である。低遅延も魅力的である。また、SIM
カードによる本人認証の機能もセキュリティ的に

魅力である。盗聴に関する堅牢性もセキュリティ

面での利点になる。今後、5G 対応の端末も増加す

ると思われる。 
しかし、経済的観点から、1 つの基地局を多数

のユーザが共用するであろうこと、ユーザ固有の

運用(例えば優先制御)ができないといったカスタ

マイズの困難さ、ユーザ間の情報が網内で混在す

るといった情報セキュリティ面での短所がある。 
 

3.3 LTE・WiMAX 
速度が 5G よりも小さく、バックホールの遅延

も大きいことを除いて、5G とほぼ同様の特性を持

つ。数年来実用に供されており、枯れた技術にな

っているため、安心感が高い。プライべート利用

用途のための自営 BWA、地域 BWA としてローカ

ルに解放されている WiMAX もある。 
 

3.5 MVNO 
物理網は 5G/LTE であるが、運営が閉じている

という形態である MVNO も候補としてあげられ

る。例えば、SINET 広域データ収集基盤[6]のよう



に、プロジェクト毎に L2VPN でモバイル端末を接

続することで、ほぼ論理的に閉域網を構築できれ

ば、公衆網の良さとセキュリティの良さを併せ持

つことができる。すなわち、後述するローカル 5G
のアウトソーシング版の特性を持つ。 

 
3.5 Wi-Fi (IEEE802.11) 

高速な通信が可能であり、仕様上は、

Wi-Fi5(IEEE802.11ac wave2) で ほ ぼ 7Gbps 、

Wi-Fi6(IEEE802.11ax)においてほぼ 10Gbps までの

通信が可能である。用途によっては、有線イーサ

ネットに遜色ない高速な通信が可能である。アン

ライセンスバンドを用いるため、無線通信コスト

が運用時に無料であることが、最大の長所である。

また、他の通信方式の機材に比較すると、ノート

PC やスマホ・タブレットなどの端末側に十分に普

及しており、安価であり、導入におけるコスト的

な障壁は低い。 
一方、一般的な、ユーザ ID とパスワードでの

認証の弱さおよび盗聴の容易さは、セキュリティ

面での不安を抱える。また、アンライセンスバン

ドであるため、電波干渉の問題が発生する。持ち

込みによる機器によるものまで考慮すると、干渉

の影響を予測することは極めて難しい。 
 

3.6 ローカル 5G 
公衆 5G と同様に認証機能に優れているほか、

基地局設置は周波数割り当てと連携した免許制で

るため、干渉は十分小さくなり、問題にならない

と考えられる。また、SIM カードによるユーザ管

理や通信路は、他の運営者と共用する必要は無く、

独立性を保てるため、秘密保持の観点から優れて

いる。運用者固有の優先制御なども可能である。

また、低遅延は、最大の魅力であり、数 msec とい

う低遅延で、運用者の網内を接続することができ

れば、リアルタイム系のアプリケーションの導入

で、これまでとは違った新しいサービスを実現す

ることもできるであろう。また、将来的に高速性

が高まると期待されており、足回りの Wi-Fi を収

容するような用途にも適すると思われる。 
一方、運用者が、インフラ管理を行う必要があ

ることと電波使用料が必要であるため、運用コス

トが大きい。端末などへの機能配備がまだ普及し

ていない。そのため、5G から USB や Wi-Fi やイ

ーサネットに変換するモバイルルータのような中

継デバイスが必要になる。さらに、端末あたりの

基地局導入コストは、他の無線技術に比べると著

しく高価であると考えられる。 
 

3.7 総合評価 
最後に、他の通信方式と比較したときのローカ

ル 5G の長所短所をまとめる。 
 

【長所】 
¤SIM 認証により、認証およびユーザ管理の強

化が可能である。 
→ セキュリティ的に優れる。 
¤周波数が計画的に割り当てられるので、干

渉の心配が非常に低い。 
→通信品質が安定する。 
¤低遅延である。 
→リアルタイム性を要求する新たなアプリケ

ーションの導入が望める。 
¤高速大容量である。 
→高速性を活かした通信および、多重回線と

しての利用が望める。 
 

【短所】 
¤デバイス(ハードウエア系)が、まだ高価で

ある。 
¤現時点でローカル 5G に解放されている

28GHz 帯では実効的な速度は、5G の宣伝文

句ほど速くなさそうである。4.6GHz 帯にお

いても、多くのユーザが使うときの実効速

度は仕様通りではないであることが予想さ

れる。 
¤基地局あたりのカバー範囲がそれほど大き

くない。 
¤周波数利用料金が発生する。 

 

4 大学 ICT からの要求 

このようにローカル 5G は万能では無く、現在

大学に導入されている無線技術を置き換えること

にはならないと思われる。一方、その特性を活か

せるところに活用することで、よりよいサービス

を展開できる可能性がある。そこで、本章では、

大学における様々な活動からの、通信への要求を

まとめる。 
通信の要求を次の 4 つに分類した。分類には、

前記の各種無線技術を念頭に置いて、大学のキャ

ンパスでの用途別に、ざっくりとまとめた。 



 
A.研究者用： 

研究者が、リアルタイム性が必要な実験をネッ

トワークを通して行ったり、大容量のデータ転

送を行ったりする用途では、高速で低遅延な特

性が必要になる。また、研究の機密性を考慮す

ると、他の運用者の情報と確実に隔離される秘

匿性が重要である。また、継続的な実験なども

あることから、高い稼働率が望ましく、信頼性

の高い通信機器で構成されるべきである。 
 

B.学生用： 
学生が大学のリソースにアクセスするほか、イ

ンターネット接続の利便性を提供する必要が

ある。BYOD 導入の大学も増加してきており、

学生にネットワークアクセスを提供すること

は必須である。高速性や信頼性よりも、キャン

パス内を移動することで、ダイナミックに変動

する学生数を考慮すること、すなわち高いスケ

ーラビリティを持つことが重要になる。 
 

C.事務用： 
主に事務職員が使用するバックオフィスのサ

ーバなどへのアクセス用のネットワークには、

厳密なネットワークの分離による情報秘匿性

と、厳密な認証などの高セキュリティ性が最も

重要と思われる。機微な情報を扱う事務システ

ムへのアクセスには、特に、アクセス制御がタ

イムリーに実行できる必要がある。概して、高

スループットなどの性能要求は少ないが、高い

信頼性(可用性)が要求される。 
 

D.講義用： 
講義用としては、安定した品質が最も望まれる。

従って、干渉の少ない(あるいは対策ができる)
といった特性を持つ通信技術が望まれる。 
パンデミック下での講義のあるべき姿は、まだ

議論・模索中であるが、オンライン講義の必要

性は、広く合意されているものと思われる。た

だし、豊富に使える通信回線を持たない学生の

扱いが課題である。そのために、大学の空き部

屋を開放し、そこの Wi-Fi を提供するなどの試

行がなされている。ウエアラブル端末の普及で、

インターネットにつながればどこでも講義を

受けられるという可能性もあるであろう。また、

試験もオンラインと言うことになれば、通信品

質の高さが要求される。試験時には、認証の厳

密さが求められる。一方、試験時を除けば、秘

匿性や認証には厳密性はそれほど要求されな

い。 
 

5 ローカル 5G の用途 

以上の議論に基づくと、競合技術に対して、ロ

ーカル 5G を大学キャンパスのインフラとして使

う場合には、次のような限られたユースケースに

なる。すなわち、他の通信技術より秀でた特徴で

ある「認証による高いセキュリティ」「確実な品質」

を要求し、なおかつ、他技術と比較して弱点であ

る「帯域(速度)」「速度あたりのコスト」をそれほ

ど重要視しないユースケースになる。これらに当

てはまるユースケースとして； 
(1)文系の研究室のネットワークへの接続 
(2)学部生のライフライン 
(3)リモート会議・講義 
(4)リモート試験 
(5)事務ネットワークへの接続 

が挙げられる。それぞれについて以下説明する。 
 

(1)文系の研究室においては、比較的それほど高

速な通信回線は要求されず、どちらかといえば、

ロケーションフリーの特性を活かせると思われる。

Wi-Fi の AP接続時のトラブルを避けることができ、

SIM 認証のセキュリティと接続しやすさを最大限

活用できる。 
(2)学部学生に関しては、BYOD で、どこでも接

続でき、なおかつ、きっちりとした認証の下、構

内ネットに接続することが望まれる。また、通常

はそれほどの高速性が要求されず、高速性を要求

される講義などにおいては、講義室に重点的に基

地局を立てることで対応できそうである。 
(3)リモート会議・講義に関しては、参加者の本

人確認が行いやすくなる。また、それほど大きな

帯域を必要とするわけでも無く、どちらかという

と、干渉などで品質に揺らぎのあることを避けた

いため、ローカル 5G は、適している。 
(4)リモート試験に関しては、やはり受験者の本

人確認が行いやすくなる。また、品質も安定して

いれば、ネットワーク事故によるトラブルを回避

することができる。 
(5)事務ネットワークへの接続に関しては、認証

セキュリティの高さが望まれるため、適している。 



 
大学設備の観点から、5G のような高速かつ無

線のアクセス方法は、ケーブリングの運用管理を

軽減するものとして期待できる。将来的に、例え

ば、ビル内の有線回線を無線に置き換えることが

できるであろう。図 2 に示すように、各部屋の WiFi
をローカル 5G に接続するといったことが考えら

れる。 
 

6 おわりに 

ローカル 5G 技術を用いた大学 ICT への展望に

ついて、要件、技術、特徴、用途などについてま

とめた。28GHz のみ利用が可能な現時点では、ロ

ーカル 5G は、高い認証が要求される通信の収容

など、用途が限定的になる。一方、近い将来、4.6GHz
帯が利用可能になった際には、より幅広い用途に

使用できると思われる。 
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